
アジア
（5,872人）

中近東
（885人）

中南米
（2,168人）

アフリカ
（1,509人）

ヨーロッパ
（468人）

オセアニア
（205人）

（2025年3月現在）

　エコタウン事業は、ある産業から出るすべての廃棄
物を新たに他の分野の原料として活用し、あらゆる廃
棄物をゼロにすることを目指し、先進的な環境調和型
のまちづくりを推進することを目的として、1997年に
国で創設されたものです。
　北九州市は、長年にわたる「ものづくりのまち」と
しての産業基盤や技術力、公害克服の過程で培われた
人材・技術・ノウハウ等を活かし、資源循環型社会の
構築を図るため、「環境保全政策」と「産業振興」を統
合した独自の地域政策として、1997年 7 月に国から認
定を受けた後、「北九州エコタウン事業」を推進してい
ます。

エコタウン事業のこれまでの成果

サーキュラーエコノミーの推進、環境ビジネス、環境経営の支援

　各種リサイクル法に対応したもの及び独自に進出
したものを合わせ、我が国最大級の事業集積

■事　業　数　　27事業※1

■実証研究数　　68研究※2（終了分を含む）

■雇 用 者 数　　約1,060名※2　

総投資額※2
911億円
総投資額※2
911億円
総投資額※2
911億円

市
 （72億円）

民間
 （692億円）

国等
 （147億円）

①北九州循環経済ビジョン推進協議会

※1　2026年3月時点
※2　2025年3月時点

169カ国・地域
11,107人
169カ国・地域
11,107人
169カ国・地域
11,107人

国際的評価等
国連環境計画から日本の自治体では初めて「グローバル500」を受賞1990年

1992年

2000年

2002年

2006年

2011年

2012年
2014年

2016年

北九州市で、国連ESCAP「アジア・太平洋環境大臣会議」開催

ワンガリ・マータイ氏（ノーベル平和賞受賞者）「環境のことは北九州市に聞け」

スラバヤ市（インドネシア）と「環境姉妹都市提携」を締結
ハイフォン市（ベトナム）と「姉妹都市協定」を締結

2017年 ダバオ市（フィリピン）と「環境姉妹都市提携」を締結
2018年 OECDより「SDGs推進に向けた世界のモデル都市」としてアジアで初めて選定

テランガナ州（インド）と「友好協力協定」を締結

プノンペン都（カンボジア）と「姉妹都市協定」を締結

リオデジャネイロで開催された国連環境開発会議（地球サミット）で
「国連地方自治体表彰」を日本で唯一受賞

ヨハネスブルグサミットで、北九州市の地方自治体支援をモデルにした
「北九州イニシアティブ」が実施計画に明記

2019年

2025年

UNEPアジア太平洋地域事務所による東南アジアにおける
プラスチック廃棄物連携枠組コンセプトに係る関心表明

経済協力開発機構（OECD）の推進するグリーンシティプログラムの
グリーン成長都市として、アジアで初めて選定

北九州市で「G7北九州エネルギー大臣会合」が開催。共同声明「グローバル成長を
支えるエネルギー安全保障のための北九州イニシアティブ」を採択

北九州市環境局サーキュラーエコノミー推進課
ホームページ　https://www.city.kitakyushu.lg.jp/　https://www.kitaq-ecotown.com

〒803-8501　北九州市小倉北区城内1-1
TEL.093-582-2630　FAX.093-582-2196

■ 各地域からの研修員の受入実績

◎環境産業の振興（環境の産業化、産業の環境化） ◎資源循環型社会の形成
環境保全政策と産業振興政策の統合

北九州エコタウン事業

これらの資源を活かした地域戦略プラン

ノウハウの蓄積人材の蓄積技術の蓄積

官営八幡製鐵所の設置以来、鉄鋼、化学、セメント等素材型産業の集積
一世紀にわたる産業都市

環境問題への積極的な取り組み

日本の近代産業の幕開けと公害問題の克服

汚れた洞海湾（1960年代） よみがえった洞海湾（現在） 煙におおわれた空（1960年代） 青空を取り戻した空（現在）

公害克服の経験を活かした国際技術協力

　日本の近代産業は、1901年に、国内初の本格的近代溶鉱炉を持つ官営八幡製鐵所が操業を開始した北九州市で幕を
開けました。北九州工業地帯は、四大工業地帯の一つとして日本の高度成長を支えてきましたが、その一方で、1960年代
に深刻な産業公害をもたらしました。
　この公害問題に対して、市民・企業・自治体が一体となって取り組みました。かつては大腸菌すら棲めない「死の海」と呼
ばれた洞海湾には、100種類以上の魚介類が戻ってきました。「七色の煙」と呼ばれ、日本一の降下ばいじんを記録した空
は、国から「星空の街」に選定されるまでに改善され、私たちは美しい海と空を取り戻しました。

　北九州市は、公害克服の過程で培った技術を開発途上国の環境改善に役立てようと、1980年代から専門家派遣
や研究員受入れなどを行ってきました。また、市民・企業・自治体が一体となった環境の取り組みは、国際的にも環境
改善のモデルとして高く評価されています。

エコタウン事業

北九州エコタウン事業の特徴
①産学官の強力な連携のもと事業を進めています。

②既存産業集積地や学術研究都市が近接しています。

③広域的に廃棄物を取扱うことが可能です。

④エコタウン内各企業、市内のリサイクル産業、さらに区域内の管理型
処分場との連携・活用により安全・確実な処理が可能です。

⑤情報の公開に努め、市民との双方向のリスクコミュニケーションを
進めています。

⑥市窓口の一本化による手続きの迅速化を行っています。

⑦原料となる廃棄物の確保や再生品の活用を支援しています。

⑧環境未来ビジネス創出助成制度により、環境分野の社会実装、実
証研究、FSを支援しています。

北九州
エコタウン
事業エリア
マップ

●総合的な展開（北九州方式３点セット）

ほか
ほか

■研究機関等
　・早稲田大学
　　　情報生産システム研究センター
　・福岡県リサイクル総合研究事業化センター
　・北九州市立大学　環境技術研究所
　・九州工業大学
　　　イノベーション推進機構
　　　産学連携・URA領域　若松分室

■大学
　・北九州市立大学 国際環境工学部
　　　大学院国際環境工学研究科
　・九州工業大学
　　　大学院生命体工学研究科
　・早稲田大学
　　　大学院情報生産システム研究科
　・福岡大学
　　　大学院工学研究科

北九州学術研究都市

●環境政策理念の確立
●基礎研究、人材育成
●産学連携拠点

教育・基礎研究

■福岡大学
　資源循環・環境制御システム研究所
■九州工業大学
　未来社会ロボット実装センター
　グリーンマテリアル研究センター
■福岡県リサイクル
　総合研究事業化センター
　実証試験地
■各分野での実証研究
   ・処分場管理技術
   ・処分困難物の適正処理技術
   ・廃棄物の再資源化技術
■北九州市エコタウンセンター

実証研究エリア

●実証研究支援
●地元企業のインキュベート

技術・実証研究

■リサイクル工場の集積
　●ペットボトル ●家電 ●OA機器
　 ●自動車 ●水銀（蛍光管等）
　 ●建設混合廃棄物 ●非鉄金属
　 ●小型家電 ●二次電池
　 

総合環境コンビナート

■地元中小、ベンチャー　
　●食用油 ●有機溶剤 ●古紙 ●空き缶
■自動車解体、中古部品業者の高度化

響リサイクル団地

■リサイクル工場
　●パチンコ ●廃木材・廃プラスチック
　●汚泥・金属等 ●超硬合金 ●ガラス
■風力発電

響灘東部地区

■リサイクル、リユース工場
　●OA機器  ●古紙  ●食品廃棄物
　●都市鉱山  ●古着  ●PVパネル

その他の地区

●各種リサイクル事業、
　環境ビジネス展開
●中小、ベンチャー事業の支援

事業化

北九州市の環境産業振興の戦略
基礎研究から技術開発・実証研究・事業化に至るまでの総合的展開

北九州エコタウン事業 ～世界の環境首都を目指して～

北九州
エコタウン
事業

北九州
エコタウン
事業

SDGs未来都市 北九州市

　市内のリサイクル事業者と大学を中心に、本市の環境産業が目指すべき方向性を示した「北九州循環
経済ビジョン」を作成し、ビジョンの実現に取組むことで、地域一体となった 資源循環エリアを創出して
いくことを目指しています。

②北九州市環境産業推進会議
　環境･エネルギーに関する講演会を主催するほか、関係団体が実施する行事や助成などの情報発信や、企業
と研究機関の連携推進などを行い、関係団体・企業・行政によるネットワークの強化を図っています。

③エコアクション21
　市内中小企業者等の環境への取組を促進するため、環境省が策定した環境経営システムである「エコアク
ション２１」の認証・登録に向けた支援をしています。

令和8年4月

ブラックていたんていたん

対象

上記以外の場合

限度額
（１年度当たり）
助成期間

（対１テーマ）

社会実装 実証研究

対象経費の２／３

対象経費の１／２

500万円

最長２年間

500万円

最長３年間

200万円

原則１年

FS

環境ビジネスの創出に向けた研究
成果等の早期事業化に向けた取
組

廃棄物処理・リサイクル技術、環
境保全技術、環境に配慮した製品
開発技術、新エネルギー・省エネ
ルギー技術等の研究開発

• 社会実装、実証研究を行う前段階
としての技術的内容、市場性及び
経済性等の調査・研究

• 環境産業の展開において重要とな
る原材料の確保や物品の流通等
に関する調査・研究

市内中小企業者が中心
となって実施する場合

■支援制度

 環境未来ビジネス創出助成金

C013375 P-B10262
本 社

詳しくはこちらから
https://www.city.kitakyushu.lg.jp/contents/924_11329.html
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■研究機関等
　・早稲田大学
　　　情報生産システム研究センター
　・福岡県リサイクル総合研究事業化センター
　・北九州市立大学　環境技術研究所
　・九州工業大学
　　　イノベーション推進機構
　　　産学連携・URA領域　若松分室

■大学
　・北九州市立大学 国際環境工学部
　　　大学院国際環境工学研究科
　・九州工業大学
　　　大学院生命体工学研究科
　・早稲田大学
　　　大学院情報生産システム研究科
　・福岡大学
　　　大学院工学研究科

北九州学術研究都市

●環境政策理念の確立
●基礎研究、人材育成
●産学連携拠点

教育・基礎研究

■福岡大学
　資源循環・環境制御システム研究所
■九州工業大学
　未来社会ロボット実装センター
　グリーンマテリアル研究センター
■福岡県リサイクル
　総合研究事業化センター
　実証試験地
■各分野での実証研究
   ・処分場管理技術
   ・処分困難物の適正処理技術
   ・廃棄物の再資源化技術
■北九州市エコタウンセンター

実証研究エリア

●実証研究支援
●地元企業のインキュベート

技術・実証研究

■リサイクル工場の集積
　●ペットボトル ●家電 ●OA機器
　 ●自動車 ●水銀（蛍光管等）
　 ●建設混合廃棄物 ●非鉄金属
　 ●小型家電 ●二次電池
　 

総合環境コンビナート

■地元中小、ベンチャー　
　●食用油 ●有機溶剤 ●古紙 ●空き缶
■自動車解体、中古部品業者の高度化

響リサイクル団地

■リサイクル工場
　●パチンコ ●廃木材・廃プラスチック
　●汚泥・金属等 ●超硬合金 ●ガラス
■風力発電

響灘東部地区

■リサイクル、リユース工場
　●OA機器  ●古紙  ●食品廃棄物
　●都市鉱山  ●古着  ●PVパネル

その他の地区

●各種リサイクル事業、
　環境ビジネス展開
●中小、ベンチャー事業の支援

事業化

北九州市の環境産業振興の戦略
基礎研究から技術開発・実証研究・事業化に至るまでの総合的展開

北九州エコタウン事業 ～世界の環境首都を目指して～

北九州
エコタウン
事業

北九州
エコタウン
事業

SDGs未来都市 北九州市

　市内のリサイクル事業者と大学を中心に、本市の環境産業が目指すべき方向性を示した「北九州循環
経済ビジョン」を作成し、ビジョンの実現に取組むことで、地域一体となった 資源循環エリアを創出して
いくことを目指しています。

②北九州市環境産業推進会議
　環境･エネルギーに関する講演会を主催するほか、関係団体が実施する行事や助成などの情報発信や、企業
と研究機関の連携推進などを行い、関係団体・企業・行政によるネットワークの強化を図っています。

③エコアクション21
　市内中小企業者等の環境への取組を促進するため、環境省が策定した環境経営システムである「エコアク
ション２１」の認証・登録に向けた支援をしています。

令和8年4月

ブラックていたんていたん

対象

上記以外の場合

限度額
（１年度当たり）
助成期間

（対１テーマ）

社会実装 実証研究

対象経費の２／３

対象経費の１／２

500万円

最長２年間

500万円

最長３年間

200万円

原則１年

FS

環境ビジネスの創出に向けた研究
成果等の早期事業化に向けた取
組

廃棄物処理・リサイクル技術、環
境保全技術、環境に配慮した製品
開発技術、新エネルギー・省エネ
ルギー技術等の研究開発

• 社会実装、実証研究を行う前段階
としての技術的内容、市場性及び
経済性等の調査・研究

• 環境産業の展開において重要とな
る原材料の確保や物品の流通等
に関する調査・研究

市内中小企業者が中心
となって実施する場合

■支援制度

 環境未来ビジネス創出助成金

C013375 P-B10262
本 社

詳しくはこちらから
https://www.city.kitakyushu.lg.jp/contents/924_11329.html

アジア
（5,872人）

中近東
（885人）

中南米
（2,168人）

アフリカ
（1,509人）

ヨーロッパ
（468人）

オセアニア
（205人）

（2025年3月現在）

　エコタウン事業は、ある産業から出るすべての廃棄
物を新たに他の分野の原料として活用し、あらゆる廃
棄物をゼロにすることを目指し、先進的な環境調和型
のまちづくりを推進することを目的として、1997年に
国で創設されたものです。
　北九州市は、長年にわたる「ものづくりのまち」と
しての産業基盤や技術力、公害克服の過程で培われた
人材・技術・ノウハウ等を活かし、資源循環型社会の
構築を図るため、「環境保全政策」と「産業振興」を統
合した独自の地域政策として、1997年 7 月に国から認
定を受けた後、「北九州エコタウン事業」を推進してい
ます。

エコタウン事業のこれまでの成果

サーキュラーエコノミーの推進、環境ビジネス、環境経営の支援

　各種リサイクル法に対応したもの及び独自に進出
したものを合わせ、我が国最大級の事業集積

■事　業　数　　27事業※1

■実証研究数　　68研究※2（終了分を含む）

■雇 用 者 数　　約1,060名※2　

総投資額※2
911億円
総投資額※2
911億円
総投資額※2
911億円

市
 （72億円）

民間
 （692億円）

国等
 （147億円）

①北九州循環経済ビジョン推進協議会

※1　2026年3月時点
※2　2025年3月時点

169カ国・地域
11,107人
169カ国・地域
11,107人
169カ国・地域
11,107人

国際的評価等
国連環境計画から日本の自治体では初めて「グローバル500」を受賞1990年

1992年

2000年

2002年

2006年

2011年

2012年
2014年

2016年

北九州市で、国連ESCAP「アジア・太平洋環境大臣会議」開催

ワンガリ・マータイ氏（ノーベル平和賞受賞者）「環境のことは北九州市に聞け」

スラバヤ市（インドネシア）と「環境姉妹都市提携」を締結
ハイフォン市（ベトナム）と「姉妹都市協定」を締結

2017年 ダバオ市（フィリピン）と「環境姉妹都市提携」を締結
2018年 OECDより「SDGs推進に向けた世界のモデル都市」としてアジアで初めて選定

テランガナ州（インド）と「友好協力協定」を締結

プノンペン都（カンボジア）と「姉妹都市協定」を締結

リオデジャネイロで開催された国連環境開発会議（地球サミット）で
「国連地方自治体表彰」を日本で唯一受賞

ヨハネスブルグサミットで、北九州市の地方自治体支援をモデルにした
「北九州イニシアティブ」が実施計画に明記

2019年

2025年

UNEPアジア太平洋地域事務所による東南アジアにおける
プラスチック廃棄物連携枠組コンセプトに係る関心表明

経済協力開発機構（OECD）の推進するグリーンシティプログラムの
グリーン成長都市として、アジアで初めて選定

北九州市で「G7北九州エネルギー大臣会合」が開催。共同声明「グローバル成長を
支えるエネルギー安全保障のための北九州イニシアティブ」を採択

北九州市環境局サーキュラーエコノミー推進課
ホームページ　https://www.city.kitakyushu.lg.jp/　https://www.kitaq-ecotown.com

〒803-8501　北九州市小倉北区城内1-1
TEL.093-582-2630　FAX.093-582-2196

■ 各地域からの研修員の受入実績

◎環境産業の振興（環境の産業化、産業の環境化） ◎資源循環型社会の形成
環境保全政策と産業振興政策の統合

北九州エコタウン事業

これらの資源を活かした地域戦略プラン

ノウハウの蓄積人材の蓄積技術の蓄積

官営八幡製鐵所の設置以来、鉄鋼、化学、セメント等素材型産業の集積
一世紀にわたる産業都市

環境問題への積極的な取り組み

日本の近代産業の幕開けと公害問題の克服

汚れた洞海湾（1960年代） よみがえった洞海湾（現在） 煙におおわれた空（1960年代） 青空を取り戻した空（現在）

公害克服の経験を活かした国際技術協力

　日本の近代産業は、1901年に、国内初の本格的近代溶鉱炉を持つ官営八幡製鐵所が操業を開始した北九州市で幕を
開けました。北九州工業地帯は、四大工業地帯の一つとして日本の高度成長を支えてきましたが、その一方で、1960年代
に深刻な産業公害をもたらしました。
　この公害問題に対して、市民・企業・自治体が一体となって取り組みました。かつては大腸菌すら棲めない「死の海」と呼
ばれた洞海湾には、100種類以上の魚介類が戻ってきました。「七色の煙」と呼ばれ、日本一の降下ばいじんを記録した空
は、国から「星空の街」に選定されるまでに改善され、私たちは美しい海と空を取り戻しました。

　北九州市は、公害克服の過程で培った技術を開発途上国の環境改善に役立てようと、1980年代から専門家派遣
や研究員受入れなどを行ってきました。また、市民・企業・自治体が一体となった環境の取り組みは、国際的にも環境
改善のモデルとして高く評価されています。

エコタウン事業

北九州エコタウン事業の特徴
①産学官の強力な連携のもと事業を進めています。

②既存産業集積地や学術研究都市が近接しています。

③広域的に廃棄物を取扱うことが可能です。

④エコタウン内各企業、市内のリサイクル産業、さらに区域内の管理型
処分場との連携・活用により安全・確実な処理が可能です。

⑤情報の公開に努め、市民との双方向のリスクコミュニケーションを
進めています。

⑥市窓口の一本化による手続きの迅速化を行っています。

⑦原料となる廃棄物の確保や再生品の活用を支援しています。

⑧環境未来ビジネス創出助成制度により、環境分野の社会実装、実
証研究、FSを支援しています。

北九州
エコタウン
事業エリア
マップ

●総合的な展開（北九州方式３点セット）

ほか
ほか

■研究機関等
　・早稲田大学
　　　情報生産システム研究センター
　・福岡県リサイクル総合研究事業化センター
　・北九州市立大学　環境技術研究所
　・九州工業大学
　　　イノベーション推進機構
　　　産学連携・URA領域　若松分室

■大学
　・北九州市立大学 国際環境工学部
　　　大学院国際環境工学研究科
　・九州工業大学
　　　大学院生命体工学研究科
　・早稲田大学
　　　大学院情報生産システム研究科
　・福岡大学
　　　大学院工学研究科

北九州学術研究都市

●環境政策理念の確立
●基礎研究、人材育成
●産学連携拠点

教育・基礎研究

■福岡大学
　資源循環・環境制御システム研究所
■九州工業大学
　未来社会ロボット実装センター
　グリーンマテリアル研究センター
■福岡県リサイクル
　総合研究事業化センター
　実証試験地
■各分野での実証研究
   ・処分場管理技術
   ・処分困難物の適正処理技術
   ・廃棄物の再資源化技術
■北九州市エコタウンセンター

実証研究エリア

●実証研究支援
●地元企業のインキュベート

技術・実証研究

■リサイクル工場の集積
　●ペットボトル ●家電 ●OA機器
　 ●自動車 ●水銀（蛍光管等）
　 ●建設混合廃棄物 ●非鉄金属
　 ●小型家電 ●二次電池
　 

総合環境コンビナート

■地元中小、ベンチャー　
　●食用油 ●有機溶剤 ●古紙 ●空き缶
■自動車解体、中古部品業者の高度化

響リサイクル団地

■リサイクル工場
　●パチンコ ●廃木材・廃プラスチック
　●汚泥・金属等 ●超硬合金 ●ガラス
■風力発電

響灘東部地区

■リサイクル、リユース工場
　●OA機器  ●古紙  ●食品廃棄物
　●都市鉱山  ●古着  ●PVパネル

その他の地区

●各種リサイクル事業、
　環境ビジネス展開
●中小、ベンチャー事業の支援

事業化

北九州市の環境産業振興の戦略
基礎研究から技術開発・実証研究・事業化に至るまでの総合的展開

北九州エコタウン事業 ～世界の環境首都を目指して～

北九州
エコタウン
事業

北九州
エコタウン
事業

SDGs未来都市 北九州市

　市内のリサイクル事業者と大学を中心に、本市の環境産業が目指すべき方向性を示した「北九州循環
経済ビジョン」を作成し、ビジョンの実現に取組むことで、地域一体となった 資源循環エリアを創出して
いくことを目指しています。

②北九州市環境産業推進会議
　環境･エネルギーに関する講演会を主催するほか、関係団体が実施する行事や助成などの情報発信や、企業
と研究機関の連携推進などを行い、関係団体・企業・行政によるネットワークの強化を図っています。

③エコアクション21
　市内中小企業者等の環境への取組を促進するため、環境省が策定した環境経営システムである「エコアク
ション２１」の認証・登録に向けた支援をしています。

令和8年4月

ブラックていたんていたん

対象

上記以外の場合

限度額
（１年度当たり）
助成期間

（対１テーマ）

社会実装 実証研究

対象経費の２／３

対象経費の１／２

500万円

最長２年間

500万円

最長３年間

200万円

原則１年

FS

環境ビジネスの創出に向けた研究
成果等の早期事業化に向けた取
組

廃棄物処理・リサイクル技術、環
境保全技術、環境に配慮した製品
開発技術、新エネルギー・省エネ
ルギー技術等の研究開発

• 社会実装、実証研究を行う前段階
としての技術的内容、市場性及び
経済性等の調査・研究

• 環境産業の展開において重要とな
る原材料の確保や物品の流通等
に関する調査・研究

市内中小企業者が中心
となって実施する場合

■支援制度

 環境未来ビジネス創出助成金

C013375 P-B10262
本 社

詳しくはこちらから
https://www.city.kitakyushu.lg.jp/contents/924_11329.html






